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はじめに 

公益社団法人日本監査役協会関西支部 監査役スタッフ研究会（以下「当スタッフ研究

会」という。）では、これまで監査役等や監査役スタッフの監査活動において参考となる

テーマを取り上げ、報告書を作成してきた。 

監査役、監査役会、監査委員会、監査等委員会（以下、「監査役等」）と会計監査人のコ

ミュニケーションの必要性については、会社法や金融商品取引法といった法律のみなら

ず、日本公認会計士協会や日本監査役協会等が定める指針においても言及されており、監

査活動に関する取組みについても記載されている。また、実務においても各社で会計監査

人の評価と監査品質の向上に向けた取組みが模索され、実行されている。 

監査役等は、会計監査人の各事業年度の計算関係書類の監査の方法と結果の相当性を判

断し、会計監査人の職務の遂行が適正に実施されることを確保するための体制に関する事

項について監査報告に記載しなければならない。さらに、株主総会に提出する会計監査人

の選解任・不再任議案の内容の決定権が付与されており、会計監査人の独立性確保の観点

から、監査役等が果たす役割の重要性は増している。また、上場会社に適用されるコーポ

レートガバナンス・コードの基本原則３において、情報開示の重要性とともに開示される

情報の正確性と有用性が求められている。ここでは適切な監査の確保に向けて監査役会が

会計監査人の評価・選定の基準を設けることが規定されている。（補充原則 3-2①） 

近年、子会社の不正・不祥事が多発していることを背景に、会計監査の信頼性確保が大

きな課題となっており、監査役等と会計監査人との連携は、金商法だけでなく、コーポレ

ートガバナンス・コードや監査法人のガバナンス・コードでも重要視されている。 

このような環境の下、当スタッフ研究会では会計監査人の評価を効率化し、実効性向上

を目的とした本研究を行った。また、関連するテーマに関するアンケートを日本監査役協

会に加盟している各会員に実施し、アンケート内容に基づくインタビューも一部の会社に

実施した。アンケートでは見えづらかった実態や本音にも触れることができた。快くご協

力いただいた監査役スタッフの皆様に、この場をお借りして御礼申し上げる。 
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第１章 会計監査人の評価現状分析、今後の実務の在り方についての考察 

  

第１節 監査法人の品質管理 

 （１）現状分析 

 実務指針において、監査法人の品質管理に係る評価項目は２点あり、１点目は「監査

法人の品質管理に問題はないか。」、２点目は「監査法人から、日本公認会計士協会に

よる品質管理レビュー結果及び公認会計士・監査審査会による検査結果を聴取し、問題

はないか。」である。それらに関連する確認・留意すべき事項としては、①品質管理に

関する責任、②職業倫理及び独立性、③監査契約の新規の締結及び更新、④監査実施者

の採用、教育・訓練、評価及び選任、⑤業務の実施、⑥品質管理システムの監視、等を

挙げている。 

監査法人は、品質管理のシステムを適切に整備し、運用する義務が「監査に関する品

質管理基準」（令和６年３月 12日企業会計審議会）に規定されている。しかしながら、

品質管理は監査役等が直接確認することが難しい項目が多々ある。 

これらについて、今回実施のアンケートでは、次のような結果を得た。 

アンケート結果によると、監査法人の品質管理について「監査法人より、品質管理レ

ビュー結果や、公認会計士・監査審査会の検査結果の説明を受けている」という回答が

大多数を占めていた。さらに「監査品質に関する監査法人からの報告書等を受領してい

る」と回答した会社も過半数を占めている。（品質管理レビューとは、監査業務の公共

性に鑑み、監査事務所の監査業務の適切な質的水準の維持・向上を図り、監査に対する

社会的信頼を維持、確保することを目的として、公認会計士法第 46条の 9の 2 に基づ

いて日本公認会計士協会の自主規制の一環として運用されている。） 

その他の特徴的な事例として、「国際品質マネジメント基準第 1号 ISQM1 に基づく年

次評価の結論を確認する」という回答も見られた。 

これらの情報から、多くの会社では実務指針に沿った運用を実施しており、監査品質

が、監査法人のガバナンス・コードや、公認会計士・監査審議会の結果等によって評価

されているため、会社側（監査役、内部監査部門等）がこれらの報告を基に評価してい

る事例が大半である。 

また、参考事例として、当スタッフ研究会メンバーの中には、監査法人の監査が法定

事項ではなく任意で監査を行う生活協同組合（以下「生協」。）がある。メンバーの生

協の場合、実務指針や日本生活協同組合連合会で生協向けに掲示されている他生協事

例を参考にチェックリストを作成して相当性を評価し、監査法人が実施する監査へ立

会うことで相当性を評価している。毎年、監査法人から消費生活協同組合法施行規則第

139 条（会計監査人の職務の遂行に関する事項）各号に定める事項についての通知を受

領しており、「監査に関する品質管理基準」等に準拠し、「会計監査人の職務の遂行に

関する事項」（会社計算規則第 131 条）として、消費生活協同組合法施行規則第 139 条
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各号に関する品質管理の方針及び手続の整備・運用状況について報告を受けている。 

 

 （２）今後の実務の在り方 

監査法人の品質管理については、直接的な評価が難しいが、監査法人からの報告の受

領に加えて、自社として一定の評価プロセスを構築することも一案ではないかと考え

る。例えば、評価をそれぞれの階層から行う（経営層による評価、マネージャー層によ

る評価、担当者による評価）ことや、監査プロセスの各ステップにおける評価を行うこ

と、さらに評価指標を設定（点数化）すること、継続的に監査状況をモニタリングする

仕組み作りや、多様な情報を活用（同業他社からの情報、内部監査部門等からの情報等）

することで、これらを年間評価サイクルとして確立することができれば、監査法人の品

質管理に対する理解をより深めることにつながるのではないだろうか。 
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第２節 監査チーム 

１．独立性の保持 

（１）現状分析 

実務指針の評価項目２－１の基本項目は、「監査チームは独立性を保持しているか。」

となっている。詳細項目として、①倫理規則（非保証業務の提供及び報酬関連情報等）

に係る対応の状況、②その他の関連法令、監査の基準及び監査法人の品質管理手続の遵

守状況、③監査チームメンバーによる馴れ合いの有無、④監査チームメンバーに対する

倫理・独立性に係る研修の状況、が提示されている。 

また、評価方法として、独立性の保持のための体制及び取組みについての整備・運用

状況の確認、監査チームからの説明内容に関連する社内情報の収集、非保証業務の提供

に対する事前了解についての説明、報酬関連情報（監査報酬・非監査報酬・報酬依存度）

の確認等が挙げられる。 

今回実施のアンケートでは、独立性の担保に関して監査法人から説明を受けるとと

もに、「会計監査人の職務の遂行に関する報告」や「監査品質に関する報告書」の内容

を確認しているという回答が多かった。他に、職業倫理及び独立性に関する研修の受講

状況を確認する、ローテーション期間の遵守状況を確認する、普段の活動状況や報告内

容から評価し、必要に応じてヒアリングをするという回答もあった。 

なお、大手監査法人は監査品質に関する報告書において、独立性等に関する方針や取

組みを以下のように開示している。 

  有限責任 あずさ監査法人「AZSA Quality 2024/25」 

  独立性に関する基本規程として「KPMG の独立性に関する方針」、「公認会計

士法その他の関連法令」、「日本公認会計士協会の倫理規則・独立性に関す

る指針」等を反映した独立性の保持に関する倫理規則内規により、法人の

独立性、個人レベルでの独立性、退職後の関係、パートナー及び監査等補

助者のローテーション、監査と非監査業務の承認等に関する方針及び手続

を定めている。 

  ローテーションルールとしてパートナーは監査関与先に関する関与年数に

ついて、「公認会計士法その他の関連法令」、「日本公認会計士協会の倫理規

則等の諸規則」、さらにあずさ監査法人（KPMG インターナショナルの方針

を含む）が定める「監査証明業務に関与するパートナーの最長関与期間に

係る制限」に則った制限が設けられている。 

  有限責任監査法人トーマツ「監査品質に関する報告書 2024」 

  トーマツを含むデロイト トーマツ グループでは経験豊富な社員を独立性

担当責任者に選任するとともに、独立性部門及びグループにおける独立性

品質管理手続や諸問題に対して適時・適切に対処できる体制を整えてい

る。DTTL の独立性の方針及び手続は、国際会計士倫理基準審議会の職業会
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計士倫理規程、米国証券取引所委員会及び公開会社会計監視委員会の独立

性基準に基づいて作成されていて、3 年サイクルの独立性に関する品質管

理のフルレビュー、オフサイクル年における年次重点レビュー、綿密なフ

ォローアップレビューが随時実施されている。 

  公認会計士法及び日本公認会計士協会の倫理規則、米国証券取引委員会規

則等に準拠して、社員ローテーションに関する内部規程を定めている。こ

れらの規程の遵守状況を定期的にモニタリングすることで、同一の非監査

会社の監査業務に一定期間以上従事しないようにしている。 

  EY 新日本有限責任監査法人「監査品質に関する報告書 2024」 

  リスク管理本部内に独立性を所管する専門部署としてプロフェッショナ

ル・エシックス部を設け、専門要員による独立性に関する管理・運用を図

っている。独立性専門要員は EY グローバルインデペンデンスが開催する毎

月の定例会議に参加し、最新の情報の共有と意見交換を行っている。ま

た、日本のメンバーファームの品質管理担当と定例会議を毎月開催し、独

立性管理実務に関する情報や業務現場で生じる諸課題を共有する等、緊密

に連携を図りながら EYの独立性保持を達成している。 

  法令等で定められたパートナーローテーションの各種規制に加え、上場会

社の監査業務については、筆頭業務執行社員は連続する５会計期間を関与

した後の再関与を認めない（ノーリターン）とするルールや、その他の業

務執行社員は交替後５会計期間の関与を認めないとするルールを設けてい

るほか、パートナー以外の担当者についても、監査チームを統括する立場

にある一定の職員についても長期関与を認めないルールを定め運用してい

る。 

  PwC Japan 有限責任監査法人「監査品質に関する報告書 2024」 

  PwC ネットワークのメンバーファームとして、IESBA の倫理規程が基礎とな

っている PwC Global Independence Policy を基本に、日本の法令及び日本

公認会計士協会の倫理規則を踏まえたものを法人の独立性に関する指針と

し、その遵守に係る方針及び手続を定めている。当該方針及び手続に基づ

き、被監査会社を PwC ネットワークが共有するクライアントデータベース

に登録することによって、当法人の被監査会社のみならず PwC ネットワー

クの被監査会社全般について独立性に関して制限のあるクライアントを把

握できる体制となっており、独立性に関する指針の遵守を確保する枠組み

として維持・運用している。 

  被監査会社との馴れ合いを防止するため、監査責任者及び審査担当パート

ナーや監査責任者を補佐する立場であるチームマネージャーについて、連

続関与期間の上限及び被監査会社への関与を禁止するインターバル期間を
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設け、モニタリングを実施することで、監査担当者の適切なローテーショ

ンを図っている。 

 

（２）今後の実務の在り方 

独立性については監査法人の内部の状況も含め、監査役等が直接確認することが難

しい部分が多く、監査法人から適切に整備・運用している旨の説明を受けて、状況を把

握することとなる。監査法人の監査品質に関する報告書には、独立性研修受講率や年次

独立性確認書提出率、独立性違反件数も開示されており、受講率等の低下や違反件数の

増加が見受けられた際は、監査法人に詳細な説明を要求し、改善案・対策案について確

認することが望ましい。また、監査チームの独立性や会計監査の環境への阻害要因の有

無等に関するヒアリングシートを監査法人へ送付し、その回答に対して質疑応答をす

る、監査法人からの説明内容に対してより詳細な質問を投げかけ具体的内容を把握す

るといった監査役等が主体となって確認を行っている事例もある。監査法人から説明

を受けるといった受動的な態度だけではなく、監査役等からもアクションを起こすこ

とで監査法人もより一層の独立性の担保への意識付けになるものと思われる。 

 

２．職業的専門家としての懐疑心の保持・発揮 

（１）現状分析 

実務指針の評価項目２－２の基本項目は、「監査チームは職業的専門家として正当な

注意を払い、懐疑心を保持・発揮しているか。」となっている。詳細項目として、①専

門的な知識と技能の習得・維持、②適時適切な専門業務の提供、③基準の遵守、④経営

者の主張に対する批判的評価姿勢、⑤監査の過程で入手した情報・説明に対する批判的

評価姿勢、⑥虚偽表示の可能性がある経営者の動機への理解、⑦先入観の排除、⑧職業

的懐疑心の保持・発揮、⑨監査チーム内での他のメンバーの判断に対する批判的検討姿

勢、⑩事象調査における粘り強さ、⑪他の証拠や文書・質問への回答と不整合な証拠へ

の注意、が提示されている。 

また、評価方法として、職業的専門家としての懐疑心を保持・発揮するための体制及

び取組みについての整備・運用状況の確認、監査手続の内容から職業的懐疑心の保持・

発揮が適切であったかの判断等が挙げられる。 

今回実施のアンケートでは、「会計監査人が独立機関としての役割を維持し、懐疑心

を持ち、適切な監査を実施しているか説明を受ける」、「期中監査実施状況や往査報告及

び監査役とのコミュニケーション時において、懐疑心を保持・発揮しているか、監査の

実施状況に問題がないか確認する」、「四半期及び期末監査講評及び子会社講評、本社及

び子会社における実査を通して確認する」といった日頃の会計監査活動の状況に基づ

いて評価しているという回答が多かった。 

なお、大手監査法人は監査品質に関する報告書において、職業的懐疑心の保持と発揮
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について以下のように開示している。 

  有限責任 あずさ監査法人「AZSA Quality 2024/25」 

  真のプロフェッショナルとして社会からの信頼を得て業務を遂行するうえ

で、倫理・コンプライアンスの遵守こそが根幹にあるべきだと認識してい

る。構成員一人ひとりに対する意識付けを徹底している。また、監査の過

程を通じて職業的専門家としての懐疑心を保持・発揮することが重要であ

ることを、様々な機会を通じて繰り返し周知し、その徹底を図っている。 

  有限責任監査法人トーマツ「監査品質に関する報告書 2024」 

  不正リスクに対応するためには、より注意深く、批判的な姿勢で臨むこと

が必要であり、監査人としての職業的懐疑心の保持及びその発揮が特に重

要である。職業的懐疑心の発揮を徹底するため、トーマツでは Culture of 

challenge を醸成しており、被監査会社の経営者に対して公正不偏の態度

を堅持してあるべき監査を実現する。 

  EY 新日本有限責任監査法人「監査品質に関する報告書 2024」 

  誤謬又は不正による虚偽表示を看過しないため、職業的懐疑心の保持と発

揮は非常に重要であり、構成員には継続的に職業的懐疑心を啓発する研修

の受講を義務付けている。監査チームにおいても、業務執行社員が監査の

全過程を通じて職業的懐疑心を保持し続けることをチームメンバーと確認

している。 

  監査責任者が監査の全過程にわたって、監査チームが職業的懐疑心を発揮

しているか、リスク認識や監査戦略が適切であるか、監査の実施状況に懸

念はないか等を監督し、適切に監査チームを指揮するために、監査機関を

通じて複数回のチームミーティングを実施している。 

  PwC Japan 有限責任監査法人「監査品質に関する報告書 2024」 

  監査チームメンバーが職業的懐疑心を保持・発揮し、不正リスクに対して

より注意深く、批判的な姿勢で臨むためには、監査チーム内の円滑なコミ

ュニケーションが重要である。監査責任者や監査チームメンバー間の率直

な意見交換を通じて、潜在的な不正リスクを含む監査リスクの認識、事業

上の合理性に疑問を抱かせる特異な取引等、監査上重要な問題となる可能

性のある事項及びその対応方針を共有する。 

 

（２）今後の実務の在り方 

職業的懐疑心の保持・発揮について定量的な評価は難しく、定性的な評価が多くなる

と思われる。また、監査役等又は内部監査部門長が監査法人に対して抱いている心証に

よる評価が行われている事例もあった。監査役等は監査法人と日頃からコミュニケー

ションを取り、監査役等が懸念している監査トピックや関連する課題等を共有し、監査
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時に漏れなく適切に対処していることで職業的懐疑心を発揮していると受け止めるこ

とができるだろう。監査役等は現場の監査チームメンバーとの接点が少なく、監査チー

ム全体として職業的懐疑心を保持しているかどうかの把握は難しいが、適切な監査が

実施されるためには良い職場環境や良いチームの雰囲気も重要なポイントであり、監

査役等が監査期間中に監査実務を担うコアチームへヒアリングを行い、現場の状況を

確認しコミュニケーションを図ることは有用である。 

 

３．適切なメンバー構成とリスクを勘案した監査計画の策定・実施 

（１）現状分析 

実務指針の評価項目２－３の基本項目は、１．「監査チームは会社の事業内容を理解

した適切なメンバーにより構成されているか。」、２．「監査チームはリスクを勘案した

監査計画を策定し、実施しているか。」となっている。基本項目１における詳細項目と

して、①監査チーム全体としての能力、②監査チームとしての提供品質の維持・継続性、

③会社の事業に対する理解、④判断の合理性、⑤監査実施の責任者による積極的な関与、

⑥監査チームメンバー内での適切な指揮・監督及び査閲、⑦監査チームメンバーの合理

的な範囲での継続的従事、⑧必要な監査実施時間の割当て、⑨専門家の適切な起用、が

提示されている。基本項目２における詳細項目として、①環境変化を踏まえたリスク分

析の実施、②監査計画策定におけるリスク分析の反映、③経営者及び内部監査部門との

コミュニケーションと監査計画への反映、④環境変化に応じた監査計画の修正、⑤監査

報告書等の作成過程における監査役等との適切な意見交換とその反映、が提示されて

いる。 

また、評価方法として、監査チームの構成員及び組織体制（人数、経験年数、メンバ

ーローテーションの見通し等）についての確認、経済環境や経営環境の変化があった場

合等に監査計画に対して適切な修正の有無の確認、監査の実施状況報告を文書で受領

し、当初の監査計画との相違点の確認等が実務指針に記載されている。 

今回実施のアンケートでは、「監査計画を受領し、各メンバーの職位・工数、日頃の

コミュニケーション等における信頼性や担当年数等を確認する」、「事業内容を理解し

た適切なメンバー構成か、リスクを勘案した監査計画を策定・実施しているか、監査チ

ーム及び監査法人内の支援体制が整っているかを確認する」という回答が多かった。ま

た「海外ネットワーク・ファームとのコミュニケーションやガバナンス体制が整備され

ているかを含めて確認する」といった回答も多かった。加えて、社内の関係部門（経理

部門や内部監査部門等）へ定量的・定性的な評価アンケートを実施している会社も多く、

具体的には、監査計画やスケジュールの適切性、監査チームの体制（ローテーション状

況、メンバーの業務レベル、配置人員数）、実施状況（部門への配慮、法人内のコミュ

ニケーション、企業とのコミュニケーション）等を確認していた。 
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（２）今後の実務の在り方 

前述で、経理部門や内部監査部門等へ評価アンケートを実施している企業が多いこ

とについて紹介したが、会計監査において、経理部門は窓口部門であり、監査役等にと

って把握し難い監査現場の実態を知る情報元であるとともに、会計監査にて発見され

たリスク等による監査計画の見直しの必要性を検討する上でも有用である。また、J-

SOX 監査において、監査法人からの監査結果報告だけでなく、窓口部門である内部監査

部門から監査プロセスの状況を知ることで課題や困りごとを収集することができる。

これら他部門での評価結果を踏まえて、監査現場の状況を理解することで、監査チーム

全体の監査品質が維持できているか、監査体制・支援が機能しているか等について適正

な評価が行える。また、改善要望事項を収集し監査法人へフィードバックすることで、

より適切な監査の実施に役立てることができるものと思われる。 
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第３節 監査報酬等 

（１）現状分析 

実務指針の評価項目の一つである「監査報酬等」では、基本項目として、「監査報酬

の水準及び非監査報酬がある場合はその内容・水準は適切か」と「監査の有効性と効率

性に配慮されているか」の 2 点が示されている。 

評価方法については、監査役等が会計監査人の独立性を担保し、監査品質の確保を行

うために、監査役等に監査報酬の同意権が設けられていることから、この同意権を行使

する際に、報酬の算定方法や前期との変動理由について、関係部門から報告を聴取し、

質疑応答を行い、その内容を評価することとされている。したがって、事前の情報収集

や報告聴取を早めに実施し、収集した情報に基づき会計監査人の監査計画の内容の適

切性や妥当性を吟味・検討する必要がある。また、会計監査人の報酬見積りの根拠や内

容について検討し、その適切性や妥当性を検討することが重要である。さらに、監査計

画に沿った実務対応が行われているかを確認して、監査役等が会計監査人の報酬額の

妥当性を判断することが求められている。 

その上で、会計監査人の監査計画の策定に際して、その有効性と効率性に配慮がなさ

れているかを監査役等と会計監査人との定例打合せ、事業所等の往査や棚卸、監査講評

会の観察、質疑応答を通じて評価することとされている。 

実務指針の内容に対し、各社の実務実態を把握するためにアンケートを収集したと

ころ、以下の事例が把握できたため紹介したい。 

【同業他社と比較している事例】 

同業他社の水準に照らして各社がどの程度の水準かを検証する 

同業他社との情報交換、単価推移や相場の確認、売上高に対する監査報酬比率を比較

する 

【自社の実績と比較している事例】 

昨年度との監査業務内容を考慮し、財務経理部門を中心として状況を確認、会計監査

人と意見交換を行っている 

【会計監査人や社内関係者からヒアリングを実施している事例】 

「監査役等のガバナンス責任者による会計監査人の評価に関する参考資料」を会計監

査人より提示を受け、執行側及び監査等委員で、日頃の活動状況について評価を実施

している 

自社の規模、事業内容、リスクに応じた報酬額であるか、会計監査人や社内担当部門

と意見交換している 

報酬水準及び非監査報酬の内容・水準は適切か、監査の有効性と効率性に配慮されて

いるか、IT を適切に活用して効率化を図っているか、という観点で評価している 

四半期ごとに会計監査人から監査レビュー結果報告等を受けて、監査の有効性と効率

性について確認している 
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確認事項は３点で、①監査報酬、②非監査報酬、③監査の有効性と効率性 

確認事項ごとに、会計監査人の対応状況（会計監査人の説明等）と主な確認内容（当

社側の質問等）を対比し、特段の問題がないか評価している 

効率性の確保、ITの活用等が行われているか会計士に確認している 

【効率性や有効性を分析している事例】 

職階別・項目別監査工数、監査工数の予算実績比較、ITシステム有効化に伴う TOC 工

数削減、監査プロセスにおけるデータ分析の利用等を確認する 

効率性の確保、ITの活用等が行われているか会計士に確認している 

監査計画の内容と報酬見積りの算出根拠（監査工数、監査基本単価）について、その

増減理由等を確認している 

【監査役会での審議や監査役と確認した事例】 

監査法人に監査報酬の見積り・説明資料を提出いただき、財務部に「過去の監査報酬、

監査人数、監査体制、同業他社の監査報酬との比較等」の資料を作成してもらい、監

査等委員会の議案にかけて審議してもらう 

効率性や事業規模等会計監査人は監査役と情報共有をしている。会計監査人からの説

明資料を参考に評価している 

 

（２）今後の実務の在り方 

アンケート結果を見ると、一部の会社では同業他社の単価推移や相場の確認を行い、

報酬見積りの算出根拠に基づく増減確認を具体的に決めているという会社もある。し

かし、実務指針の項目全体を網羅的に活用している会社は少ない印象を受けた。 

今回の回答結果から、会計監査人評価の実務の課題としては、監査報酬等の妥当性を

判断するには、実務としてもう少し踏み込んだアプローチが必要と考えられる。一方で、

監査報酬等の具体的な金額の妥当性を判断することについて、実務面では、苦労をされ

ていることが想定される。 

   今後、実務指針の中で確認・留意すべき事項として、「監査報酬が会社の規模や事業

内容、リスクに照らして合理性があるか」等が示されているが、各社の実務としては業

種や事業規模等に鑑みながら、より具体的に各社固有の確認すべき基本方針（ポリシー）

を作成し、会計監査人の監査報酬等に形式的な評価にとどまらず、もう一歩踏み込んだ

視点で監査役等が評価できる基盤を築き、会計監査人とコミュニケーションの取り方、

社内でのコミュニケーションの取り方を工夫する等、実務内容を模索していく必要が

ある。 
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第４節 監査役等とのコミュニケーション 

（１）現状分析 

 実務指針では「監査役等とのコミュニケーション」について、評価項目が「監査役

等との有効なコミュニケーション」と「監査役等からの質問や相談への対応」の２つ

から構成されている。「監査役等との有効なコミュニケーション」では、詳細項目

が、①会計・監査の動向に関する適時適切な情報提供、②会社の会計監査対応や会計

業務執行能力に対する評価に関する情報提供、③監査手続に関する情報提供、④監査

上の主要な検討事項（KAM）の選定に係るコミュニュケーション、⑤特別な検討を必

要とするリスクとそれに対する監査手続に関する情報提供、⑥専門家の利用状況及び

その業務の適切性の評価に関する情報提供、⑦内部監査部門から入手したリスク関連

情報の活用、とされている。これらを評価するには、定例打合せや往査や棚卸への立

会等の機会に質問することに加え、お互いの持つ情報を共有することによってなされ

る。 

  今回実施したアンケートで寄せられた回答を見ると、実務指針の内容に則って評

価、若しくはその内容に独自の項目を追加し評価を行っている企業や、四半期報告会

や三様監査会議、棚卸の立会等の定期的な会合等の際に会計監査人とのコミュニケー

ションを図っている企業も多かった。また、監査役等から会計監査人への質問や相談

が適宜行われているが、監査役等からだけではなく、双方間でコミュニケーションを

取ることができる環境整備、気づき事項を適時に共有するといった事例も見られ、

様々な方法でコミュニケーションが図られていることが分かった。そのように、監査

役等は、会計監査人とのコミュニケーションを通じて会計監査人の監査の方法及び結

果について監査を行い、会計監査人の評価を行っている。 

  実務上の課題としては、アンケートでは、「コミュニケーションは取っているが、

定型的なものにとどまっており、活性化が課題」、「三様監査協議会を開催している

が、監査法人からの報告を受けるだけで、監査役からの発信が少ない」、「どのような

場面でコミュニケーションが図られているか、社外監査役と会計監査人のコミュニケ

ーション等も課題になる」、「提供される文書等を中心に事務局側で評価を行っている

が、会計監査人の自己評価の説明の場を設けることが必要と感じており検討中」とい

ったコメントが見られた。一方、アンケートには課題だけではなく、監査役と会計監

査人のコミュニケーションの実効性を向上させるヒントとなる事例も見られたことか

ら、以下で紹介したい。 

○事例 

【定例会合以外のコミュニケーション】 

・監査等委員４名全員との間で年間３回、監査計画概要報告会、中間概要報告会、

監査結果概要報告会を実施。また、これとは別に常勤監査等委員との間で年間通

して８回、WEB 会議方式を中心に意見交換会を実施。 
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・定例の打合せ以外に、常勤監査等委員及びスタッフから質問や相談といったコミュ

ニケーションを行う。 

・監査役会とは別日程で会計監査人と監査役とのコミュニケーションの場を設けて

いる。 

・監査計画、監査結果報告の他、常勤監査役とは月次での情報交換会を行ってい

る。 

・確認事項ごとに、会計監査人の対応状況（会計監査人の説明等）と主な確認内容

（当社側の質問等）を対比し、特段の問題がないか評価。 

【評価項目以外の確認事項】 

・常勤監査役（スタッフは常時陪席、以下すべて同じ）は、四半期ごとの定例報告

時および子会社往査講評への立会や棚卸・現金実査への立会時に随時質疑応答を

行っている。 

・実務指針と全く同じ問いに「KAM に関する意見交換」を追加し、５段階で評価。

最後に意見があれば自由記載の欄を設ける 

・監査計画・結果の説明聴取と、随時の監査等の機会に意見交換を実施（年 10回

程度）。意見交換は、会社の事業環境や会計処理の状況、会計基準の動向、KAM

等、幅広い内容としている。 

・データ分析の結果について共有を受けている。 

・四半期毎の決算レビューの説明会等の定例の打合せを行っている。それ以外にも

双方間でコミュニケーションが取れる環境を作っている。 

・常勤監査役が直接に監査チームメンバーとランチミーティングを行っている。会

計監査を行う相手のことをもっと知る必要があるとの考えから実施している。 

 

（２）今後の実務の在り方 

 会計監査人が監査役等と有効なコミュニケーションを行うことが実務指針にも定め

られていることから、適時、適切なコミュニケーションを図り、実効性を高めていく

ための取組みが求められる。そのためには、上述の事例でも挙げたが、監査チームメ

ンバーとランチミーティングを行う等、監査チームの雰囲気や職場環境を監査役が知

ることができる機会を設定し、また監査チーム側にも監査役等の人柄を知っていただ

くことで、会計監査人とも本音に近い意見交換を行うことができるようになるのでは

ないかと考える。また、社外監査役は常勤監査役から提供される情報から会計監査人

の評価を行っていることが多いと考えられるが、より多くの情報を直接的に社外監査

役に把握いただくことが、評価において必要であると考えられるため、社外監査役が

会計監査人の実施する棚卸や海外を含めた事業所や子会社の往査に同行し、会計監査

人の監査を自らの目で確認し、会計監査人評価の判断材料を増やすことで、より適切

な評価につなげられるのではないだろうか。 
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加えて、監査役スタッフは監査役等と会計監査人のコミュニケーションに陪席する

ことも多いが、限られた時間を有効活用できるように、会合等でのアジェンダについ

て、会計監査人と事前に意識合わせを行い、監査役等の関心の高い議題や、会計監査

人が報告したい点が凝縮されたものとし、会議を充実させ、有益なものにする役割が

求められているのではないだろうか。 
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第５節 経営者との関係 

（１）現状分析 

  実務指針の中の経営者等との関係に関わる項目の基本項目には、「監査実施の責任者

及び現場責任者は経営者や内部監査部門等と有効なコミュニケーションを行っている

か。」とある。その詳細項目において、①経営者との間の重要な見解の相違の有無及び

その調整、②経営者からの適時適切な情報の受領、③経営者や内部監査部門等に対する

適時適切な情報提供及びそれに対するフィードバックを受けての検討、④会社側の意

向に影響されずに問題点等を指摘する姿勢を挙げている。 

  また、その評価方法としては、期中においては定例打合せやその他の機会を通じた面

談実施や資料の入手等による評価、四半期や期末においては経営者確認書の内容の確

認を通じて評価するとなっている。 

   今回スタッフ研究会で実施した各社へのアンケートを通じて現状を分析すると、多

くの会社が「経営者確認書の草案について確認している」と回答しており、四半期及び

期末の決まった時点で経営者確認書の確認を通して会計監査人とコミュニケーション

を取りながら評価を行っていることがわかる。さらに、「経営者との会合の開催内容に

ついて会計監査人から報告を受けている」という回答や、「会計監査人の見解や意見の

相違の有無について報告を受けている」という回答もあり、各社限られた機会の中で工

夫をこらしながら会計監査人の評価につなげている。 

   また、経営者等の中には代表取締役や財務担当役員だけに限らず、法務部門や事業担

当部門の役員等も含まれるため、これらの役員とどれくらいの頻度でどのような内容

について協議を行ったかは、会計監査人から提出される監査結果説明書や監査チーム

へのヒアリングを通じて把握することも多いと思われる。 

   会計監査人と経営者等との関係の中で、もう一つの重要なコミュニケーションは内

部監査部門との関係である。三様監査の重要性が求められる中で、会計監査人と内部監

査部門とがきちんとした関係性を築けているかどうかは非常に大切なポイントとなる。

今回のアンケート回答でも、「三様監査会議の形式で会計監査人、内部監査部門、監査

役等が一堂に会することで情報を交換している」と回答した会社も多くあり。一定のコ

ミュニケーションが図られていることがわかる。ただし、三様監査会議の在り方として

は、四半期決算のレビューを行う際にコミュニケーションを図るケースが多いと思わ

れる。 

   その他、監査役等が会計監査人の評価を行う際に、参考として社内部門にアンケート

を行うケースも多いことが分かった。今回の回答では経理部門と内部監査部門にアン

ケートを行っている場合が多く、各社ともこのアンケート結果を会計監査人と経営者

等との関係の評価の参考にしていることが見て取れる。 

 

  



17 
 

（２）今後の実務の在り方 

 現状では多くの企業が経営者確認書を通じて会計監査人とコミュニケーションを図

っていることは分かったが、その経営者確認書の草案が完成するまでのプロセスに監

査役等がどれだけ踏み込めているかは、アンケート結果から見る限りでは会社によっ

てばらつきがあるように思える。ある会社では「会計監査人による経営者ヒアリングに

監査役等が同席しその内容を確認」する場合や、「経営者との面談の状況について会計

監査人から報告を受ける」と回答があった。このように監査役等が会計監査人と経営者

とのコミュニケーションにより積極的に関わっていくことで、そのコミュニケーショ

ンの内容やプロセスを的確に把握することができ、今後の実務の在り方の好事例とし

て評価できるものであろう。 

  三様監査会議が定期的に開催されることは大切なことであるが、開催の時期によっ

てテーマが会計監査人による監査結果の共有が多くなる可能性がある。会社によって

は四半期決算報告のタイミング以外にも三様監査会議を開催しているところもあるが、

頻度を上げることが難しい場合には、三様監査会議の中で議題のテーマを広げて情報

交換の場としてうまく活用することも必要になってくるだろう。 

   関連部門への会計監査人の評価に関するアンケートについては、芳しくない評価の

コメントが含まれていた場合、監査役等がその実態を調査することで改善を促す一助

になる。一つの事例としては、内部監査部門からネットワーク・ファームの対応に対し

て問題提起のコメントがあったため、監査役等より会計監査人に対して改善要求を行

った場合もあった。このように、監査役等がその立ち位置をうまく使うことで会計監査

人と内部監査部門を含めた三様監査をリードすることが期待される。 
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第６節 グループ監査 

１．海外のネットワーク・ファーム又はその他の監査人とのコミュニケーション 

（１）現状分析 

実務指針の評価項目６－１の基本項目は、「海外のネットワーク・ファームの監査人

又はその他の監査人がいる場合、企業にとって特に重要性が高まっていることに鑑み、

十分なコミュニケーションが取られているか。」としている。また、詳細項目として①

グループ全体の環境の理解に基づく適切な虚偽表示リスク評価、②他の監査人への適

切な評価、③他の監査人との意思疎通や情報共有、④他の監査人が実施する監査の概要

の理解及び把握する虚偽表示・不正リスク等について速やかに伝達される体制の確保、

⑤他の監査人に係る情報等の監査役等への提供、⑥他の監査人を通じたグループ会社

の不正関連情報の監査役等への提供、としている。  

また、評価方法としては、監査契約の新規締結又は更新時に、「監査法人の状況及び

品質管理体制についての報告受領時に、体制及び手続について確認する。」並びに、期

中において、「監査人との定例打合せの際に質疑応答等を通じて評価する。」、「子会

社等の往査や棚卸、監査講評立会等の機会がある場合には、必要に応じて子会社の監査

人に対し直接観察・質疑応答等を行うことにより評価する。」等の方法を推奨している。 

今回実施のアンケートの結果、グループ監査人に対するグループ監査への評価方法

は、概ね３つの観点でグループ監査に関する評価が行われていることが確認できた。３

つの観点は、割合の多い順に並べると次の通り。 

    ⅰ グループ監査人に確認する、報告を受ける、又は資料で確認を行う。 

ⅱ ⅰに加え、子会社（現地）監査法人との面談・ヒアリングを行う。 

ⅲ ⅰに加え、子会社（現地）監査法人にアンケートを行う。 

また、今回収集したアンケート結果を分析すると、グループ監査に関して、グループ

監査人を評価する上で重要視されているポイントとしては、上記詳細項目③のグルー

プ監査人とその他の監査人との間における「意思疎通（コミュニケーション）及び情報

伝達の状況」の確認、詳細項目④である「他の監査人が実施する監査における不正リス

ク等について速やかに伝達される体制」の確認、及び詳細項目⑤⑥である「他の監査法

人に係る情報等の監査役等への提供」、「他の監査人を通じたグループ会社の不正関連

情報の監査役等への提供」の体制確認が、多くの企業でグループ監査人を評価する上で

重視されているポイントであることが確認できた。 

アンケートの回答内容から今後グループ監査に係る評価を行う際、参考になると思

われる３社の事例を以下に紹介する。 

 

A 社：子会社に対して現地監査人とのコミュニケーションや現地監査人とグループ（本社）

監査人との意思疎通について、毎年主要子会社（12 社）、経理部門及び内部監査部

門を対象にアンケート調査を実施し情報伝達状況を把握し、評価を行っている。 
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B 社：海外グループの監査を適切に評価し、監査の品質に関する懸念事項の有無について把

握しているかを確認する。海外現地法人を交えた WEB によるヒアリング等を行い、コ

ミュニケーション状況を確認している。 

   海外子会社の監査法人とは年に１～２社往査の際に面談し、次の事項を確認してい

る。 

     ・現地監査法人に対する監査体制とスケジュール 

     ・マネジメントレターでの指摘事項 

     ・現地監査法人の課題、懸念点、リスク 

     ・現地監査法人の印象（経営姿勢、監査対応等） 

     ・不正が起こり得るとしたら、何が考えられるか 

 

C 社：グループ（本社）監査人と現地監査人との意思疎通が図られているか、情報伝達の体

制が十分であるか確認している。 

   海外子会社往査の際に現地監査人を訪問し、制度変化点や監査課題についてヒアリ

ングした。制度変化点や監査課題を聴取する中で、現地子会社やグループ（本社）監

査人とのコミュニケーション状態に問題がないか、意識して確認している。2024 年

度は子会社８社と面談している。（2年間で海外子会社及び現地監査人を一巡してい

る。） 

   海外子会社に対し、現地監査人の評価をヒアリングしている。 

 

（２）今後の実務の在り方 

上記で紹介した３社の事例で分かったことは、実務指針で推奨されている評価方法

を念頭に、各社がそれぞれ重視する項目に重点を置いてグループ監査人及び現地監査

人、並びに経理部門・内部監査部門からのヒアリング等を通じて評価が行われているこ

とです。しかし、グループ内で重要な虚偽表示リスク、不正リスク等が可能な限り早期

にグループ監査人等から監査役等に速やかに伝達される体制が構築されているか、と

いう観点での評価を加えると、より良い評価につながると考えられる。今後は、グルー

プ監査の品質向上のため、コーポレートガバナンスの充実を図るためには上記の虚偽

表示リスク、不正リスク等が可能な限り早期に伝達される体制構築が重要な評価ポイ

ントの一つである。その体制が構築されることでグループ全体のリスクを最小限に抑

えることができる。したがって、その観点からもグループ監査の評価方法の在り方を確

立することが望ましい。 
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第７節 不正リスク 

 １．監査法人の品質管理体制における不正リスクへの考慮 

 （１）現状分析 

   実務指針の評価項目７－１の基本項目は、「監査法人の品質管理体制において不正リ

スクに十分な考慮がなされているか。」としている。また、詳細項目として①職員教育

体制、②業務の監督及び査閲に関する方針及び手続における取扱い、③専門家の見解を

得るための手続、④提供された情報の適時の伝達体制、監査チームの検討内容に対する

監査法人の検証体制、としている。また、評価方法としては、「監査法人の状況及び品

質管理体制についての報告受領時に、体制及び手続について確認する。」、としている。 

今回実施のアンケートでは、「監査品質に関する報告書」等で報告を受けるケースが

多い。大手監査法人は監査品質についての資料を自社のホームページで公開している。 

  有限責任 あずさ監査法人「AZSA QUALITY 2024/25」 

  「不正リスクへの対応」という項目で、「監査業務従事者に不正研修を実施

しているほか、セクターを軸とした組織体制で産業・業種ごとに不正に関す

る知見を蓄積」、「不正リスク対応の専門部署を設置し、監査チームとは独

立した立場で、不正対応に特化した活動をしています。専門部署は、監査チ

ームの不正リスクの評価にあたり客観的な検証や助言を行うほか、不正事案

等発生時には、専門的な観点から監査チームを支援」、「不正が行われる具

体的な手口を検討し、識別した不正リスクへの対応手続を決定」、「不正等

発覚時には専門的な見解の問合せを実施し、計画した不正等への対応手続き

の十分性・適切性を確認するとともに、実施した手続についても、専門的見

解の問合せを実施し、計画した手続が適切に完了したことを確認」と記載し

ている。 

  有限責任監査法人トーマツ「監査品質に関する報告書 2024」 

  「テクノロジーを活用した組織的な不正リスク対応」という項目で、「不正

実践研修：全社員・職員必須研修２時間＋ランク別研修」、「監査計画から

リスク対応、不正発生時の対応にわたって、監査責任者による指揮、監督及

び査閲、審査室、内部専門家、事業部による支援により、不正リスクへの対

応を行っています」、「監査人の利用する内部の専門家とのディスカッショ

ンを含むリスク対応手続の策定」、「不正による重要な虚偽表示の疑義があ

ると判断した場合には、想定される重要な虚偽表示の疑義に直接対応した監

査手続を実施すべく監査計画を修正するとともに、修正した監査計画に従っ

て監査手続を実施」と記載している。 

  EY 新日本有限責任監査法人「監査品質に関する報告書 2024」 

  「不正リスクへの対応」という項目で、「実際に発生した不正事例について、

本部で根本原因分析を実施し、その要因を社員職員に周知」、「リスク対策
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部は、不正リスクの的確な識別、不正の早期発見について監査チームを支援」、

「不正の発覚に際し、不正調査の専門家を関与させる体制を備えています」、

「不正による重要な虚偽表示の疑義があると判断した場合または不正が発覚

した場合、直ちに審査担当社員と協議のうえ、本部審査会に不正発覚を報告

し、対応について協議」と記載している。 

このように、大手監査法人は監査品質についての資料で品質管理体制における不正

リスクについて記載していることから、「監査品質に関する報告書」等で報告を受ける

ことで、評価を行っている。 

また、今回実施のアンケートでは、「日本企業の不正に関する実態調査の資料提供」、

「不正リスクに関するディスカッションを定期的に実施」といった回答もあった。 

 

（２）今後の実務の在り方 

 「監査事務所における品質管理（日本公認会計士協会品質管理基準委員会）」では、

「F9-2JP．監査事務所は、不正リスクに留意して品質管理に関する適切な方針及び手続

を定めなければならない。」としており、監査法人は品質管理に関して不正リスクに留

意し、監査品質についての資料に記載していると思われる。そのため、現状のように「監

査品質に関する報告書」等で報告を受けている。なお、資料については、年次で更新さ

れており、適宜、その更新内容について監査法人から説明を受ける事が望ましい。 

 

 ２．監査計画策定における不正リスクの評価と当該監査計画の実行 

 （１）現状分析 

  実務指針の評価項目７－２の基本項目は、「監査チームは監査計画策定に際し、会社

の事業内容や管理体制等を勘案して不正リスクを適切に評価し、当該監査計画が適切

に実行されているか。」としている。また、詳細項目として①会社の状況等を勘案した

不正リスクに対する十分な分析、②不正リスク要因を踏まえた監査計画の策定と監査

の実施、③経済環境や会社の事業環境の変化に応じた監査計画の修正、④会社側との適

切な情報交換、⑤監査役等との連携体制、⑥職業的懐疑心の保持・発揮、としている。 

今回実施のアンケートでは、監査計画時でも不正リスクについて、確認しているケー

スが多いようである。先述の大手監査法人が自社のホームページで公開している監査

品質についての資料でも監査計画時から不正リスクを検討するとしている。 

また、確認できたケースでは、会計監査人の有限責任あずさ監査法人及び有限責任監

査法人トーマツから監査計画の説明時に不正リスクについて説明を受けている。 
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 （２）今後の実務の在り方 

現状のように監査計画時に報告を受ける事になるが、報告時には前年からの変更内

容等について監査法人から説明を受けることが望ましい。 

 

 ３．不正の兆候への対応 

 （１）現状分析 

実務指針の評価項目７－３の基本項目は、「不正の兆候に対する対応が適切に行われ

ているか。」としている。また、詳細項目として①不正の兆候を発見した際の監査役等

への適切な報告、②品質管理体制に定める手続に基づく対応の実行、③監査法人の品質

管理体制に疑義が生じるような不正事例に関する監査役等への情報提供と意見交換、

としている。 

しかし、不正の発生等が実際になければ確認が困難な事柄でもあり、現状を分析する

ことは困難である。なお、「③監査法人の品質管理体制に疑義が生じるような不正事例

に関する監査役等への情報提供と意見交換」については、まれに監査法人での不祥事や

監督機関から監査法人への処分が発生することがある。確認できたケースでは、会計監

査人で不祥事が発生した次年度に会計監査人の再任を監査役会で検討した際には、当

該事案について検討した結果、①不正の内容について調査と原因分析を行い、②適切な

再発防止策を講じており、③監査役会に速やかな報告を行っていること等から、再任が

適当と監査役会では判断していた。 

 

 （２）今後の実務の在り方 

不正の兆候への対応については、まずは監査役会で報告することが最低限必要であ

り、そこからがスタートになると思われる。また、仮に会計監査人で不祥事が発生した

場合には、監査役会への報告を求め、会計監査人の再任を監査役会で検討する際にはそ

れも含めて検討することが望ましいと思われる。 
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第２章 会計監査人評価の実効性向上に向けた考察 

第１章でのアンケート、ヒアリング等による事例の調査・分析を踏まえ、以下では会計監

査人評価の実効性向上に向けた本研究会としての意見を述べる。 

 

１．監査役と会計監査人の関係について 

会計監査人との関係を遡れば、下表に示すように 1974 年の商法改正で職業的専門家で

ある会計監査人による監査制度が創設されたことに始まり、2015 年の会社法改正から連

携（関係）の在り方の具体化、規定化が進んでいる。 

 

監査役と会計監査人の関係（連携）に関する関連規定 

年 関連規定 変更、新設内容 

1974 年 

S49 年 

商法 職業的専門家である会計監査人による監査制度創設 

監査役は会計監査人の監査の方法と結果の相当性を判断

する責任を負う（計則 127 条②） 

1981 年 

S56 年 

商法特例法 会計監査人に対する報告請求権、監査役全員の同意による

会計監査人の解任を規定化 

2015 年 

H27 年 

会社法 会計監査人の選解任議案の決定権が監査役へ （会社法 344 

条）会社が監査を行う会計監査人の選任議案の決定権を持

つという「インセンティブのねじれ」を解消 

上場規則 コーポレートガバナンス・コード策定 

会計監査人の適切な監査の確保に向けて会計監査人の選

定及び評価の基準を設けること（補充原則 3-2①）とされ 

会計監査人の独立性と専門性の確認が求められる。 

2021 年 

R3 年 

金商法 会計監査に関する監査報告書に KAM（監査上の主要な検討

事項）の記載を義務化。KAM 決定プロセスでは監査役との

協議が必要 

2022 年 

R4 年 

倫理規則 会計監査人による非保証業務の提供では、監査役の事前の

了解を求められる。 

このように、監査役と会計監査人の連携が具体化される中で、監査役による会計監査

人の評価実務は実効性を伴っているのか、形式的にとどまっていないか、制度が先行し

て実務が追いついていないのではないかという懸念が残る。 

この懸念を踏まえ、現状で実施されている会計監査人評価の実務を調査し、各社の取

組み（工夫）や課題認識から今後の実務の在り方を考察することとした。 

 

 



24 
 

２．今後の実務の在り方 

第１章でのアンケート調査から検討した評価項目ごとの実務の在り方は下表の通り。 

評価項目 今後の実務の在り方 

監査法人の品質管理 監査法人の品質管理が活きたものになっているかを確認

するためにも、監査役（監査役スタッフ）、取締役、経理部

門、内部監査部門のそれぞれが、期中、期末での会合や監

査立ち合い等から、実務指針の詳細項目にある事項につい

て問題がないか監査活動をモニタリングし、継続的に改善

を促すことが将来的な品質維持につながる。 

監査チーム 会計監査人の監査現場の状況を把握するための経理部門

と内部監査部門による評価を通じて、監査チーム全体の信

頼性を確認。また、監査発見事項の伝達遅延や現場での説

明不足等、改善が必要な事項を要望書にまとめ、監査法人

にフィードバックすることで、継続的に PDCA を回すこと

で監査の質の向上につながる。 

監査報酬等 監査報酬の合理性評価の実現に向けて、業種や規模を考慮

した各社固有の確認すべき項目（基本方針）を持ち、形式

的な評価から一歩踏み込んだ視点での評価とするために、

会計監査人や関連部門と報酬に関する意見交換から始め

ることも必要ではないか。 

監査役等とのコミュニケー

ション 

定例会議以外にもコミュニケーションの機会を設定し、タ

イムリーな情報共有と相談を可能にする。 

多くの会社では会計監査人とのコミュニケーションは常

勤監査役が中心であるが、社外監査役が直接意見交換でき

る機会を設けることも必要ではないか。 

経営者等との関係 監査役等が積極的に会計監査人と経営者のコミュニケー

ションに関わることが必要。さらに、三様監査会議を情報

交換の場としてうまく活用する必要がある。 

グループ監査 多くの会社が実施する経理部門、内部監査部門現地監査人

へのヒアリングに加え、虚偽表示リスクや不正リスクが早

期に伝達される体制を構築できているかが必要である。こ

の体制の整備はグループ全体のリスクを最小限に抑える

ことができる。 

不正リスク 監査品質に関する報告書による情報提供が一般的である

が、アンケート回答にある不正リスクに関するディスカッ

ションを定期的に実施することが必要である。 
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日本監査役協会の実務指針には、監査法人の内部情報を確認する評価項目があり、会

計監査人からの説明を求めることの重要性が記載されている。そのため、アンケート結

果では多くの会社が会計監査人からの情報提供に基づき評価を実施していた。さらに評

価の実効性を高めるには、監査役が主体的に評価を実施することを検討する必要がある

と考える。 

より効果的な評価には、監査法人の品質管理を深く理解し、体系的な評価プロセスと

積極的なコミュニケーションが不可欠である。 

 

３．本章のおわりに 

会計監査人の評価実務において、企業の多くは会計監査人の説明や報告を基に、その内

容が監査役の理解や認識と一致しているか確認している。監査役スタッフは監査役の理

解と認識に広がりと深みを持たせるため情報収集に努めているが、この方法は比較対象

のない「消極的な評価」となる可能性がある。 

一部の企業には、海外のローテーション制度を参考にし、会計監査人の監査法人の継続

年数に上限を設定している取組みが見られる。例えば、10 年目と 15 年目に入札を行い、

次年度の会計監査人 （監査法人）を選定する取組みである。複数の監査法人を比較検討で

き、次年度の監査業務委託の現実性が増し、厳格な評価による会計監査人の選定が可能と

なる。 

しかし、監査法人のローテーションの導入には社内調整が必要であり、容易に導入でき

るものではない。そこで、他の比較の手段として、複数の監査法人から提案書を取得する

方法が考えられる。各監査法人からの提案書の監査の品質や内容を比較し、会計監査人の

特徴を理解することで「相対的な評価」が可能となる。さらに、入札の構築や提案書を取

得すること以外にも、非保証業務を他の監査法人に委託することにより、他の監査法人と

の関わりを持ち、評価の比較対象を得ることで、実効性の向上につながると考える。 

 

 

以下に、入札制度を導入している企業の方針を紹介し、本報告を締め括る。 

 方針 

A 社 監査委員会は、「会計監査人選定・評価方針」を定め、会計監査

人が連続して 10 年間在任する場合には、当該会計監査人の毎年

度の評価にかかわらず、次年度の会計監査人候補を選定するため

に入札を実施することとしています。当該会計監査人が再任され

さらに連続して５年間在任する場合にも入札を実施することと

し、同一の会計監査人が連続して在任することができる期間は、

20 年までとしています。 
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B 社 

 

 

 

 

なお、同一監査法人の再任を継続する中で、監査法人の独立性、

品質管理体制及び職務執行体制等を客観的に把握する観点から、

諸外国で導入されている監査法人のローテーション制度を参考

に「入札制度」を創設し、同一会計監査人による継続監査期間 10

年毎に実施することとしております。 

C 社 

 

 

監査継続年数が長期にわたっていることや、諸外国における監査

法人のローテーション制度の状況等を踏まえ、一定期間ごとに複

数の監査法人から提案を受け比較検討することとしています。 
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おわりに 

 

近年、監査役等と会計監査人の連携について、日本公認会計士協会の倫理規則の改正、金

融商品取引法の改正による監査証明業務を行う監査法人等の登録制度、監査法人のガバナ

ンス・コードの改訂、四半期開示制度の見直し等が行われており、監査役等と会計監査人の

連携の在り方が変化している。 

このような状況において、スタッフ研究会では、監査役等が行う会計監査人の評価が実効

性の伴ったものであるか、評価に実効性を伴わせるための工夫、監査役スタッフの役割等に

焦点を当てて研究を行った。研究を進める中、監査役の会計監査人評価の実務に関する各社

の現状を明らかにするためアンケートを実施した。 

実務指針には、適切な監査の確保に向け、監査役等が会計監査人を評価・選定する際に留

意すべき点が具体的に記載されていることから、多くの会社が実務指針の項目に沿った内

容で会計監査人から得た情報を基に評価を行っていた。一部の会社では、自社の企業環境や

会計監査人の規模に応じて独自の評価基準を策定する、社内の関連部門にヒアリングをす

る等、監査役が主体的に評価を実施している事例も見られた。 

監査役の会計監査人評価の実効性を向上させていくには、監査役の主体的に評価を行う

ことができる仕組みを検討していくことが必要であり、監査役スタッフにはその環境を整

備する役割が求められる。例えば、「監査役の会計監査人に対する要望を取りまとめる」、「会

計監査人の評価に関連する情報を内部監査部門や経理部門等の社内の関係先から収集す

る」、「時間が限られた会合で監査役と会計監査人の意見交換の質を高めるアジェンダを策

定する」といった工夫を監査役スタッフが担うことで実効性を向上させていくことができ

ると考える。“監査役による会計監査人評価の実効性向上”を検討していく上で、本報告書

が皆様のヒントになれば幸いである。 

以上 
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公益社団法人日本監査役協会関西支部 監査役スタッフ研究会名簿 

 

2025 年８月現在 

 会社名 氏名 

１ 株式会社アシックス 足立 雅宏 

２ ＮＴＴ西日本株式会社  （幹事） 内田 優 

３ 大阪いずみ市民生活協同組合 小林 映里香 

４ 近鉄グループホールディングス株式会社  （幹事） 
池本 昌平 
2024 年 11 月まで 

５ 近鉄グループホールディングス株式会社 後藤 恒一 

６ 鴻池運輸株式会社 松山 良二 

７ 参天製薬株式会社 長野 靖 
８ ダイキン工業株式会社  （幹事） 鶴崎 眞一 

９ 西日本旅客鉄道株式会社 
磯部 博 

2025 年５月まで 

10 日東電工株式会社 奥田 雅康 

11 株式会社不二越 堀岡 淳 

12 株式会社船井総研ホールディングス  （幹事） 
貴島 康一郎 
2025 年３月まで 

13 ローム株式会社 峠 智也 
14 株式会社ロック･フィールド 増田 久樹 
15 公益社団法人日本監査役協会  （事務局） 時田 武明 

 



  

 

 


